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１１１１．．．．研究研究研究研究のののの背景背景背景背景    

現在、地球上には自給を主な目的とした農耕、狩猟採集などを生業とする伝統的自給自足社会が存

在している。伝統的自給自足社会は、自然環境の再生能力を損なわないしくみを発達させ社会を持続

させており、自然環境に包含された一つの生態系であるといえる。ただし、他の社会から孤立してき

た伝統的自給自足社会はまれであり、現在ではそのほとんどに貨幣経済が浸透している（Headland 

1987, Bailey et al 1989, 孫 2002, 池谷 2007）。つまり、現在の伝統的自給自足社会は、ものの交換

に通貨が介在する貨幣経済の浸透を受けながらも、生業の主な目的が自給から市場での交換に変化し

ていないことで維持されている。 

 伝統的自給自足社会を維持している要因には、外発的な維持要因と内発的な維持要因の大きく二通

り指摘されている。外発的な要因とは、島嶼部、山岳地帯に居住しているため自然環境が障壁となる

こと、あるいは不安定な社会環境により市場へのアクセスが困難で市場経済化が進まないことを指し

ている（田中 2001）。これに対して近年、市場へのアクセスが比較的容易だが、市場経済化を民族の

文化が阻害している内発的な維持要因が指摘されている（市川 1997, 藤岡 2005）。 

 他方、わが国では、地域に賦存する生物資源を利用し生産の目的を地域内の自給に向ける、自然と

共生する社会の再構築が課題とされ始めている（原科ら 2004, 上原ら 2005）。ただし、既往研究で

は生物資源利用に関する技術、知識、制度に議論が集中している（重松 2008）。  

 伝統的自給自足社会における内発的な維持要因は、貨幣経済の浸透を受けながらも生産の主な市場

での交換に変化させない要因である。内発的な維持要因は、技術、知識、制度以外に地域で自然と共

生する社会の再構築に必要な要素となると予測されるため、本研究の対象とした。しかし、既往研究

では、民族の文化は多様であることから内発的な維持要因に関しては個別事例としての議論に留まっ

ている。  

２２２２．．．．定義定義定義定義    

本研究では、伝統的自給自足社会の定義を『自然環境を基盤とした生業により自給し、産業革命以

前から現在まで現存する社会』とする  

３３３３．．．．研究研究研究研究のののの目的目的目的目的    

本研究の目的は、自然と共生する社会の再構築に必要となる、伝統的自給自足社会の「内発的な維



持要因」について、  

１）技術、知識、制度以外に価値観が機能していることを明らかにする  

２）内発的な維持要因として機能する価値観の存在と内容を既往文献および現地調査によって確認す

る  

こととした。 

４４４４．．．．第第第第ⅠⅠⅠⅠ部部部部    方法方法方法方法    

１）民族を研究対象としている学術論文から伝統的自給自足社会を収集した。伝統的自給自足社会の

多くは 80 年代までに消失している（Sandford 1983, Galaty 1994, Renard 2001）。そのため文献

は 1980 年から 2008 年に出版されたものを対象とした。  

２）分布、分布域環境と生業を把握した 。 

３）内発的な維持要因の事例を収集し、事例に対して文化生態系モデルを適用することで共通する要

素を抽出した。 

４）３）と同じ方法により抽出された要素の存在と内容を民族と生業ごとに把握した  

５５５５．．．．第第第第ⅡⅡⅡⅡ部部部部    方法方法方法方法    

    事例調査は、既往研究では未調査となっている水稲栽培による伝統的自給自足社会を対象とした。 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

６６６６．．．．第第第第ⅠⅠⅠⅠ部部部部    結果結果結果結果    

１）伝統的自給自足社会はアフリカと東南アジアの 12 カ国 21 民族によって営まれており生業は 6 類

型であった。 

２）内発的な維持要因の事例からは、経済と技術に対する価値観が共通する要素として抽出された。 

３）技術に対する価値観がベンバ、レンディーレの 2 民族および焼畑雑穀、遊牧の生業 2 類型に存在

していた。 

  経済に対する価値観は１４民族、生業６類型すべてに存在していた。    

４）価値観の内容は生業ごとに異なっていたが、経済に対する価値観が通貨の量を基準としていない

点で一致していた 。 

７７７７．．．．第第第第ⅡⅡⅡⅡ部部部部    結果結果結果結果    

１）パアン地区東部の社会環境は地形によって異なっていた。特に平地に位置するＰ村では、競合地

帯という社会環境が市場経済化を阻害する外発的な維持要因になっているとは断定できない状態



であった（図１）。 

２）水稲栽培を主な生業とする伝統的自給自足社会は維持されていた。 

３）・既往研究では、技術に対する価値観（稲作を一人で実施できて結婚の対象となる）の存在が明ら

かにされていた。この存在と内容については P 村村民へのインタビューによって追認された  

  ・P 村では水牛の保有が豊かさの基準となっていた。つまり経済に対する価値観は存在していた

（表 1）  

８８８８．．．．結論結論結論結論    

１）内発的な維持要因の事例では、 『技術および経済に対する』価値観が伝統的自給自足社会を維持

する機能を有していた  

２）・事例調査の結果を含めた場合、技術に対する価値観は、21 民族中 3 民族、生業 7 類型中 3 類型

に存在し、経済に対する価値観は、21 民族中 14 民族、生業 7 類型すべてに存在していた（下線

部は事例調査によって加算されている）。 

 ・価値観の内容は民族あるいは生業ごとに異なっていたが、経済に対する価値観が通貨を基準とし

ていない点で共通していた。 

 

 

図図図図１１１１    調査対象地調査対象地調査対象地調査対象地：：：：ミャンマーミャンマーミャンマーミャンマー連邦連邦連邦連邦カレンカレンカレンカレン州州州州パアンパアンパアンパアン地区東部地区東部地区東部地区東部    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表表表表２２２２    ＰＰＰＰ村村村村におけるにおけるにおけるにおけるウェルスランキングウェルスランキングウェルスランキングウェルスランキングのののの結果結果結果結果とととと各各各各層層層層サンプルサンプルサンプルサンプル世帯世帯世帯世帯のののの種籾投入量種籾投入量種籾投入量種籾投入量、、、、水牛水牛水牛水牛、、、、牛牛牛牛、、、、耕運機耕運機耕運機耕運機のののの保有数保有数保有数保有数    

    

世帯構成人数  世帯 水牛（頭） 水田

保有 

人数 労働人数 

種籾（ガ

ロン缶） 

牛（頭） 耕運機

（台） 階層区分の

基準 

a 20 有 5 3 6 6 2 
A 層 

b 7 有 1 1 5 0 1 
水牛を保有 

c 0 有 6 3 8 3 0 

d 0 有 9 6 12 10 2 B 層 

e 0 有 3 3 6 2 0 

 

f 0 無 6 1 -- 0 0 
C 層 

g 0 無 1 1 -- 0 0 

水田を保有

しない 

（第 3 次調査: 聞き取りおよび参与観察による、e,f 両氏の種籾量は不明、労働人数は 12歳以上の男女） 
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